
研究開発計画の構造（たたき台）

大目標
中目標達成状況の
評価のため指標

（目標値）
※

環境エネルギー分野の研究開発
の企画・推進・評価を行う上で留
意すべき推進方策

＜全委員会で必ず議論して
いただきたい項目＞

（４章関係）
①人材育成
②ｵｰﾌﾟﾝｻｲｴﾝｽの推進

（本計画に基づく研究開発の
成果ﾃﾞｰﾀのｵｰﾌﾟﾝ・ｸﾛｰｽﾞ戦
略）

（５章関係）

③ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ（産学官
連携）の推進
④知的財産・標準化戦略

（６章関係）
⑤社会との関係深化

（ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰとの対話・協働、
ELSIへの対応）

中目標達成のために重点的に推進
すべき研究開発の取組

（独法の運営費交付金での実施が想
定される取組も含む）

＜環エネ委員会分＞

◇エネルギーの安定的な
確保と効率的な利用、温
室効果ガスの抜本的な排
出削減を実現するた
め・・・

◇・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・

大目標達成のため
に必要な中目標

その他の基本計画内容を
踏まえた推進方策につい
ては、各委員会の必要性
に応じ追加。
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中目標に向け、
各分野の研究
開発がうまく実
施されているか
どうかを評価す
るための指標。

（課題①）

（課題②）
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基本的に基本計画
の記述を引用。

なお、文科省として
必要であれば基本
計画にない目標・
取組も設定。

＜●●委員会分＞

◇・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

アウトプット指
標

（ ）

（ ）
アウトカム指標

（ ）

（ ）
例：論文数

例：特許件
数
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基本計画の内
容を踏まえつ
つ、文科省の
役割に応じ、
中目標を設定。

アウトプット指
標

（ ）

アウトカム指標

（ ）

＜●●委員会分＞

◇・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

環境･エネルギーに関する課題への対応（案）

資料 １-３
科学技術・学術審議会
研究計画・評価分科会

（第57回） H28.7.7

：骨子にて検討されている項目

：今後検討される予定の項目

※ ：達成すべき状況を定量的に明記することが可能な場合は、目標値も定める。



科学技術基本計画（平成２８年１月２２日閣議決定） 

第３章 経済・社会的課題への対応 より抜粋 

 

① エネルギー、資源、食料の安定的な確保 

ⅰ）エネルギーの安定的な確保とエネルギー利用の効率化 

我が国のエネルギー源は化石燃料が中心であり、その大半を輸入に頼っている。中

でも、電力供給は化石燃料、原子力、水力等により賄われてきたが、東日本大震災以

降の原子力発電所の停止に伴う電力供給の減少を、主に火力発電の焚き増しで補って

いる状況である。近年の政策により再生可能エネルギーの導入は進んでいるものの、

国際的に見て非常に脆弱なエネルギー供給構造になっている。 

このため、将来のエネルギー需給構造を見据えた最適なエネルギーミックスに向け、

エネルギーの安定的な確保と効率的な利用を図る必要があり、現行技術の高度化と先

進技術の導入の推進を図りつつ、革新的技術の創出にも取り組む。 

具体的には、産業、民生（家庭、業務）及び運輸（車両、船舶、航空機）の各部門

において、より一層の省エネルギー技術等の研究開発及び普及を図る。また、再生可

能エネルギーの高効率化・低コスト化技術や導入拡大に資する系統運用技術の高度化、

水素や蓄エネルギー等によるエネルギー利用の安定化技術などの研究開発及び普及

を推進する。加えて、化石燃料の高効率利用、安全性・核セキュリティ・廃炉技術の

高度化等の原子力の利用に資する研究開発を推進する。さらに、将来に向けた重要な

技術である核融合等の革新的技術、核燃料サイクル技術の確立に向けた研究開発にも

取り組む。 

 

 

（略） 


